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はじめに
本説明用資料は、オリジナルの英語版報告書の内容を国内向けに紹介するためのものであり、報告
書の概要を日本語でまとめたものである。
１．本調査研究の背景
科学技術庁では、１９７１年から長期的視点に立って我が国の科学技術の発展の方向を探るため５
年毎に技術予測調査を実施し、第５回の調査結果については、１９９２年１１月に公表した。第５回の
技術予測調査は、我が国の研究開発活動に携わる各分野の専門家約３０００名を対象とし、調査課
題も１１４９課題に達し、大規模かつ網羅的であることが一つの特徴である。
ドイツにおいても日本との協力プロジェクトとして、ドイツ研究技術省（ＢＭＦＴ）が本調査と同様の調
査を実施した。その調査結果については、１９９３年８月に公表されたところである。
この度、日独両国の専門家の将来の科学技術についての認識の相違や今後の技術進展に際して
の問題点などを明らかにするため、両国が実施した調査結果を多角的に比較分析することとなった。
本報告書は、これらのことを目的として科学技術政策研究所（ＮＩＳＴＥＰ）とドイツの調査を担当したフ
ラウンホーファー協会のシステム・技術革新研究所（ＦｈＧ／ＩＳＩ）との共同によりまとめられたもので
ある。
２．本調査研究の方法
（１）対象分野と課題数：
日独で比較可能な技術予測課題は１１４６課題である。ドイツの技術課題は、基本的に日本で作成し
た課題をそのままドイツ語訳した。
日本の第５回技術予測調査の１１４９課題の内、「臓器移植が欧米なみに普及する。」といったドイツ
の調査に適さないもの３課題を除く等の微修正を加えたが、全体としてはほぼ同一内容である。
１１４６の課題は１６分野に分類され（表１参照）、それぞれの課題はその技術の基礎から応用に至る
段階を示すため、「解明」、「開発」、「実用化」、「普及」の４つのステージに分類した。
表１：調査対象分野と課題数
分 野 課題数 分 野 課題数
１．材料・プロセス
２．情報・エレクトロニクス
３．ライフサイエンス
４．宇 宙
５．素粒子
６．海洋・地球
７．鉱物・水資源
８．エネルギー
９．環 境
１０８
１０６
９８
４６
４０
８２
３９
５１
５０
10．農林水産
11．生産
12．都市・建築・土木
13．通信
14．交通
15．保健・医療
16．社会生活
合 計
７３
７２
６５
６５
６２
１０８
８１
１，１４６
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（２）予測期間：１９９１年から２０２０年までの３０年間
（３）調査手法：デルファイ法（アンケート調査を２回実施。２回目については、１回目の集計結果を回
答者に提示し、これによって回答者は全体の意見の傾向を見ながら課題を再評価でき、意見が収れ
んされる。）
（４）設問事項：
専門度 現在の研究開発水準の内外比較
重要度 実現に際しての阻害要因
実現予測時期 （技術的、制度的、文化的、コスト面、資金的、
確信度（実現時期回答に関する） 人材の養成・確保面、研究開発体制面）
国際共同開発の必要性
（５）アンケート調査の実施概要：
調査の実施状況
回答者数
日本 ドイツ
第１回 第２回 第１回 第２回
２,７８１ ２,３８５ １,０５６ ８５７
回答者の内訳（第２回調査）
国 性 年代
男 女 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代
日本 ９９％ １％ ０％ ５％ ３１％ ４５％ １８％ １％
ドイツ ９６％ ４％ ２％ ２０％ ２５％ ４１％ １２％ １％
職 業 職 種
国 会社関係
者
大学関係
者
公設研究
所関係者
特殊法人・
その他
研究開発 そのほ
か
日本 ３８％ ３７％ １５％ １０％ ７９％ ２１％
ドイツ ４１％ ３８％ １５％ ６％ ８１％ １９％
（６）比較分析の進め方
日独技術予測調査結果を定量化するために、各設問事項毎に集計結果の指数化を行い比較に用
いた（報告書第１章５節）。分野別、ステージ別に技術課題を比較するマクロ比較分析、及び個々の
技術課題について比較するミクロ比較分析を行った。
３．本報告書のポイント
（１）日独の予測結果は、全体としては良く一致。
−調査対象の技術課題が、日本の社会・経済を前提として作成されたにもかかわらず、
両国の結果が似た傾向を示すことは、今日の科学技術の国際性を示唆
（２）個別の分野、個々の課題を見ると、かなり評価に差があるものも見受けられる。
−両国の社会・経済、文化の違い等を反映
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（３）注目される結果
日本の基礎研究の弱さ
−基礎的段階の技術において低い日本の研究開発水準、資金と人材の不足
科学技術と社会・文化のかかわり
−家庭・病院用介護ロボットの開発、利用等でドイツは文化的な問題から慎重
日本の国際協力の姿勢
−日本は、自国の研究開発水準が低い課題ほど国際協力を重視
ドイツは、自国の研究開発水準にかかわらず、国際協力を重視
ＥＵの一員としてのドイツと島国である日本の環境の差
国際協力を進めるべき基礎研究での日本の弱さ
４．基本的なマクロデータ分析の概要（報告書第２章）
（１）専門度（報告書第２章１節）
・両国専門家の技術課題に対する専門度は、全体としてほぼ同じ。
（２）課題の重要度（報告書第２章２節）
全体の傾向として、日本の専門家はドイツの専門家よりも重要度をやや高く評価するが、両国の差
はそれほど大きくない（指数：日本６５、ドイツ５９。重要度指数は、回答者全員が重要度「大」とした場
合に１００、全員が不要とした場合０となる。）。
また、個々の分野及び課題を見ても重要度評価は一致する傾向にある（図１）。
ドイツの技術予測調査で用いた課題が日本の科学技術及び社会・経済を前提に日本の専門家が作
成した課題であることを考えると、日独の差は小さい。このことは、今日の科学技術が国際的に普遍
性を持っていることを示している。
「環境」、「ライフサイエンス」、「保健・医療」が日独ともに重要度のベスト３。
両国共に「解明」ステージの重要度を最も高く評価し、基礎研究重視の結果が示された（図２）。
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図１：分野別重要度の日独比較 （グラフ中の実線は原点と全体平均を通る）
図２：課題ステージ別重要度の日独比較 （グラフ中の実線は原点と全体平均を通る。）
（３）実現予測時期（報告書第２章３節）
全課題の実現予測時期の平均は、日本２００６．４年、ドイツ２００６．１年と一致。
日本で実現が遅く（平均値２００９年以降）予測されたのは「ライフサイエンス」、「エネルギー」、「宇
宙」及び「素粒子」で、このうち「宇宙」を除く３分野はドイツでも２００９年以降であり共通している。逆
に、比較的実現が早い（２００５年以前）のは、日独共に「海洋・地球」、「通信」、「都市・建築・土木」
の３分野（図３）。
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ステージ別に見ると両国共に「普及」、「実用化」、「開発」、「解明」ステージの順に実現時期が遅く
なると予測し、両国の専門家の意見は良く一致する（図４）。
図３：分野別実現予測時期の日独比較
（グラフ中の実線は原点（１９９０年）と全体平均を通る）
図４：ステージ別実現予測時期の日独比較
（グラフ中の実線は原点（１９９０年）と全体平均を通る）
（４）国際共同開発の必要性（報告書第２章５節）
全体平均では、ドイツの方が国際協力をより重視（指数：日本５４、ドイツ６１。国際協力指数は、回
答者全員が国際協力の必要性「大」とした場合に１００、「なし」とした場合に０となる）。
これは、他の先進工業国と隣接しているドイツに対して、島国である日本という地理的な環境の違い
が最も強く影響していると考えられる。
両国共に、「ライフサイエンス」、「環境」、「保健・医療」、及び「宇宙」の４分野について国際協力の
必要性が高い。
ステージ別の傾向を見ると、日独共に「解明」段階で国際協力の必要性が最も高く、基礎研究にお
ける国際協力の推進が必要である結果が示された（図５）。
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図５：課題ステージ別国際協力の必要性の日独比較
（グラフ中の実線は原点と全体平均を通る）
（５）研究開発水準の内外比較（報告書第２章６節）
研究開発水準については、アンケートでの設問の仕方が日独で若干異なる。
日本 ：日本の水準を 日本優位、 同等、 海外優位から一つ選択
ドイツ：次の国等から、世界の第１線にあると考えるところを選択（複数可）
アメリカ、 日本、 その他の国、 ドイツ
日本データの傾向
ａ）各課題を内外比較指数（回答者全員が日本優位の場合に１００、全員が海外優位の場合０）に基
づき５つに分類する。
（「日本優位」（指数７０ −１００）、「やや日本優位」（指数５５ −７０）、「同等」（指数４５ −５５）、「やや海外
優位」（指数３０−４５）、「海外優位」（指数０ −３０））
各分野の課題数は等しくないので、５分類された課題数の当該分野に占める割合を 図６に示す。
ｂ）全体として、日本の研究開発水準の方が他国よりも低いと評価。
ｃ）分野別傾向を見ると、特に「宇宙」、「ライフサイエンス」、「保健・医療」の３分野が立ち後れている
と考えている。
ｄ）反対に、日本の専門家が自国の水準が高いと評価する分野は「交通」、「農林水産」、「通信」。
ｅ）ステージ別に見ると、「解明」ステージで日本の水準が最も低いと評価されており、日本において
今後基礎研究を強化していく必要性の大きいことが示された。
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図６：現在の研究開発水準の分野別傾向（日本）
ドイツデータの傾向
ａ）全体として米国の水準が抜群に高く、ドイツ、日本はほぼ同列（図７。ドイツデータの指数は、それ
ぞれの国が各分野の課題について第１線の水準にあると評価された比率を示す）。
ｂ）ドイツの専門家は、「鉱物・水資源」、「都市・建築・土木」、「環境」などで自国の水準が高いと評
価。反対に、自国の水準が低いと評価した分野は「情報・エレクトロニクス」、「宇宙」、「ライフサイエン
ス」、「通信」。
ｃ）日本については、「生産」において米国を上回る第１位の水準と考え、このほか、「通信」、「情報・
エレクトロニクス」、「材料・プロセス」においてかなり高く評価。
ｄ）ステージ別に見ると、ドイツの水準は「開発」で最も低く、「解明」、「実用化」、「普及」の順で上がっ
ていく。日本については、「解明」において米国はもとよりドイツに比べてもかなり低い水準と評価。こ
の結果は、日本の専門家による自国評価の傾向とほぼ一致し、日本が今後基礎研究により力を入れ
る必要があることはドイツの専門家の評価からも裏付けられる。
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図７：現在の研究開発水準の分野別傾向（ドイツ）
（６）阻害要因（報告書第２章７節）
全般的傾向
ａ）課題の実現を困難にする各種の阻害要因については、両国共に技術自体の困難さを最も高く指
摘し、次に高いのはコストの要因である（図８）。
ｂ）両国専門家の間で大きく評価が分かれたのは、資金及び人材の養成・確保の２つの阻害要因。両
者共に全課題平均で日本の指摘がドイツを大きく上回る。日本の方が研究開発資金と人材の投下、
拡充がより必要であるとの結果が示された。
8
図８：課題実現の阻害要因の日独比較
阻害要因別の傾向
−１【資金的阻害要因】
ａ）ステージ別に見ると、ドイツの専門家の指摘が各ステージでほぼ同じであるのに対して、日本の専
門家は基礎研究の典型である「解明」ステージの資金的阻害要因を最も高く指摘しており、基礎的研
究への資金投入の拡充が必要である結果が示された（図９）。
図９：ステージ別の資金的阻害要因日独比較
−２【人材の養成・確保面の阻害要因】
ａ）ステージ別で、日本の専門家が人材の養成・確保面の阻害要因を最も高く指摘するのは「解明」
であり、資金面と同様に国の基礎研究に対する施策の改善が求められる結果が示された（図１０）。
9
図１０：ステージ別の人材の養成・確保面の阻害要因日独比較
−３【文化的阻害要因】
ａ）ステージ別では「普及」の文化的阻害要因の指摘が日独ともに最も高い（図１１）。
また、全てのステージでドイツの指摘が日本を上回っている。
ｂ）日本では、「解明」、「開発」、「実用化」、「普及」のステージ順に文化的阻害要因の指摘が高くな
る傾向があり、これはステージが進むにつれて社会とのかかわり合いが大きくなることから当然と思
われる。一方、ドイツの専門家の評価では、「解明」、「開発」、「実用化」はほぼ同一となっており、日
本とは異なっている。
図１１：ステージ別の文化的阻害要因日独比較
５．クロス分析の概要（報告書第３章）
重要度と国際協力
日独共に重要な課題ほど、国際協力が必要であるという結果が示された。これは、両国の専門家が
現代社会において重要な課題ほど一国の取り組みだけでは実現が容易でなく、国際的な取り組み
が必要と認識していることを示すものである（図１２）。
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図１２：重要度と国際共同開発の必要性の関係の日独比較
（対応する課題数が少ないため（５課題以下）、日本の重要度０ −、１０−、２０−を図中省いた）
研究開発水準と国際協力
ａ）ドイツでは、研究開発水準の高低に関わらず同程度に国際協力が必要としているのに対し、日本
では自国の水準の低い課題に対しては国際協力を必要とし、反対に自国の水準の高い課題に対し
ては国際協力の必要性は低いと評価している（図１３）。
この原因として、
日独両国の地理的条件（ドイツは他の先進工業国と隣接しており、国際協力が進めやすいととも
に、欧州諸国との経済・社会の相互関係から必要性も高い）に由来する国際協力への取り組み方の
相違があること、
日本の水準が低い基礎段階の技術課題には国際協力になじみ易いものが多く、日本の水準が高
い応用寄りの技術には国際協力になじみにくいものが多いこと、が考えられるが、「科学技術を通じ
ての国際貢献」を果たしていくためには日本としても一層の努力が必要。
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図１３：自国の研究開発水準と国際共同開発の必要性の関係
（対応する課題数が６以下と少ないためドイツの国際共同開発必要性（８０ −、９０−）をグラフ中省く）
ｂ）両国専門家が自国の研究開発水準が 高いと評価する課題の内でドイツで国際協力の必要性が高
く日本で低かった課題の例：
課題番
号
課 題 国際共同開発の必
要性
日本 日本 ドイツ
１４−３８ 海上交通管制システムが完成し、東京湾内航路等の混雑
域では、すべての船舶が管制下におかれ、安全かつス
ムーズに運航されるようになる。
２４ ８５
１２− ３ 大都市圏において河川、ダム等の水の広域総合管理技術
が確立され、水資源が効率的に運用されるようになる。
１８ ７２
７−２５ 水資源逼迫地域において、下水道等排水を高度処理して
雑用水として利用することが普及する。
２１ ７２
ｃ）両国専門家が自国の研究開発水準が 低いと評価する課題の内で日本で国際協力の必要性が高
くドイツで低かった例：
課題番
号
課 題 国際共同開発の必
要性
日本 日本 ドイツ
６−６１ 06061:海洋の地殻を堀り抜き、マントルの物質を採取する技
術が開発される。
８８ ４９
６−６８ 06068:生物の遺骸が珪酸で置換されて化石化する等の緩
慢な変化が追跡できるような原子的揺動の解析法が実用化
される。
５７ １９
１０−２２ 10022:超高圧殺菌が、その他物理・化学的な方法との併用
等によって比較的低レベルの高圧（３，０００気圧程度）で食
品の完全殺菌が可能となり、処理も連続化されて一般的な
殺菌技術として実用化される。
６４ ３３
６．個別課題の比較
日本の専門家による課題の重要度ランキング（トップ１０）
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環境保護、がん及びコンピュータに関する技術が重視されている。
課題番
号
課 題 重要度 重要度
日本 日本 ドイツ
３−４２ がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。 ９７ ９７
１６−１０ 現在大気汚染の原因とされている汚染物質（ＮＯｘ
等）を除去する技術が実用化される。
９７ ９５
５−７２ 演算速度１０ＴＦＬｏｐｓを超えるコンピュータが実用化
される。
９６ ８５
１５− ４ ほとんどすべての種類のがんについてがん化の機
構が解明される。
９６ ９６
１１−３０ 二酸化炭素の吸収、人工光合成、廃棄物の無害化
技術、砂漠化防止技術等の技術開発が進み、全世
界的に地球環境保全対策が普及する。
９６ ９５
２− ３ １チップ当たり１ギガビットメモリ級以上の超ＬＳＩが実
用化される。
９５ ８７
２− ２ １０ナノメータの最小寸法をもつパターンが自由に加
工できる技術が実用化される。
９５ ７９
３−１２ 全部のがん抑制遺伝子が同定され、がん化との関
係が解明される。
９４ ９０
４−１１ 人工衛星を利用した世界的航空管制システムが実
用化される。
９４ ９１
５−７３ 書込速度毎秒１ギガバイト以上の大容量記録装置が
実用化される。
９４ ９７
ドイツの専門家による課題の重要度ランキング（トップ１０）
環境保護、病気の予防及びエネルギーの合理的な使用に関する技術課題が多い。
課題番
号
課 題 重要度 重要度
日本 ドイツ 日本
１２−４３ 自然環境と調和させながら都市開発や都市再開発
を行う計画技術及び建設技術が実用化される。
９８ ８５
１２−５１ 都市廃棄物を半減させるような廃棄物再利用技術が
開発される。
９８ ９１
３−４１ 血清等を用いた高感度かつ簡便ながんの早期診断
技術が開発される。
９８ ９４
５−８１ ニュートリノの質量の有無が解明される。 ９８ ８４
６−６６ 自然エネルギー利用技術が向上し、人為的な熱の
発生や大気中の熱の蓄積が抑制されて地球の熱収
支のバランスがとれるようになる。
９８ ８８
１２−５３ 自然エネルギーの長期蓄熱等のエネルギー有効利
用の技術が進歩し、エネルギー自立型の建築物や
住宅が普及する。
９８ ６８
５−７３ 書込速度毎秒１ギガバイト以上の大容量記録装置が
実用化される。
９７ ９４
１４−１５ セラミック、アルミニウム、樹脂等新材料の大幅導入
による軽量化と、エンジンの高効率化（例えば２サイ
クル直噴エンジンの採用）による出力向上により、同
じ室内大きさで現在より燃費が３０％少ない超低燃
費車が普及する。
９７ ７９
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３−１１ 免疫応答の分子生物学的機構の全貌が解明され
る。
９７ ９３
３−４２ がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。 ９７ ９７
重要度の評価が分かれた課題ランキング（トップ１０）
両国専門家の重要度に関する意見が分かれた課題の上位を見ると、最も差が大きかったのは家庭、
病院における看護ロボットに関する課題である。この課題に対する日本の専門家の重要度評価は全
平均（指数６５）を上回るのに対して、ドイツの評価は全平均（指数５９）よりもかなり低い。
なお、ドイツでより高く評価された課題の例として、
「ハッカー防止装置の開発（指数：日本５８、ドイツ９３）」、
「自然エネルギー有効利用住宅の普及（指数：日本６８、ドイツ９８）等がある。
課題番
号
課 題 重要度 重要度 重要度
の差
日本 ドイツ 日本
２−７０ 家庭又は病院等においてほとんどの雑用
をこなす介護ロボットが実用化される。
２１ ７７ ５６
１０−５０ 砂浜、河口等の未開発域を対象として、水
産生物の潜在的生産能力を利用するため
の藻場造成技術が実用化される。
１５ ６６ ５１
１４−４４ 速度マッハ４（コンコルドの２倍）、定員が３
００人（コンコルドの３倍）で、太平洋を２時
間以内で横断する旅客機が開発される。
１８ ６７ ５０
１０−５６ 魚群行動の制御技術が開発され、任意の
水域で漁獲する誘導漁法や、任意の大き
さ・魚種を漁獲する選択漁法が実用化され
る。
１０ ６０ ５０
６−１８ 水深１００ｍ程度までの沖合水域に海上投
棄処理用人工島が建設される。（廃棄物を
完全に解体・分解処理し、無害なものを投
棄、有用なものをリサイクルする）
２６ ７４ ４８
８−２５ リモート・モニタリングシステム、ロボットシ
ステムを利用した、無人化の進んだ原子
炉施設（原子炉、核燃料サイクル施設）が
実現する。
２３ ７０ ４７
１６−５１ 寝たきり老人や心身障害者の排泄や入浴
等の看護を看護対象者に合わせて行う多
目的看護ロボットが実用化される。
３４ ７９ ４５
１１−５８ 光コンピュータ、光交換機、光情報通信が
実用化され、光応用により超高度情報化
社会を迎える。
２４ ７０ ４５
１０−５７ 魚群の探索、曳網から揚網、魚体選別、
保存までの一連の作業が自動化され、乗
員は機器のモニターを行うのみの超省力
システム漁船が普及する。
１３ ５７ ４４
２−８１ 人間の意思決定機構が脳の化学的・物理
的側面から解明される。
４０ ８４ ４４
文化的阻害要因に関する個別課題の比較
ａ）文化的阻害要因の評価に関し、日独差が大きい例。
課題番号 課 題 文化的阻害要因
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日本 ドイツ 日本
２− ８１ 人間の意思決定機構が脳の化学的・物理的側面から解明
される。
７０ ３
１５−１０１ 病院あるいは家庭内での心身障害者の生活介護のうち重
労働に属する部分は主にロボットが行うようになる。
５５ ８
２− ８２ 人間の記憶、認識及び学習のメカニズムが解明され、計算
機科学に応用できる程度にモデル化される。
３３ １
３− ９２ 動物行動（接触、性行動、回遊等）の分子的基盤が解明さ
れる。
２６ １
７．その他
・技術予測の今後の計画
今後、ドイツとの共同による次のプロジェクトとして「日独技術予測調査（ミニ・デルファイ調査）」を実
施することとしている。
ミニ・デルファイ調査では、日独が課題作りの段階から協力して小規模の（調査対象：４分野、分野あ
たり２０〜２５課題程度）技術予測調査を国際的に実施することにより、
（１）科学技術と社会・文化の間の関係の分析
（２）新しいデルファイ調査技術の開発
（３）科学技術政策への提案
（４）国際共同開発の分析等
を行うものである。
具体的な分野としては、材料プロセス（「超電導材料の開発と応用」、「太陽電池技術」、「情報・エレク
トロニクス」（「人工知能」、「ナノテクノロジー」）、ライフサイエンス（「がん研究」、「脳機能研究」）、環
境（「ごみ処理技術」、「地球温暖化の研究と対策」）の４分野をとりあげ、各分野のうち、かっこ内のサ
ブエリアの技術領域に絞って調査を行うこととしている。
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